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【当初の目標】

感温性素材であるケイ酸アルカリ金属塩の化
学特性や発泡特性を積極的に制御する事で、
新規の消火剤を研究開発する。

1）木材火災の消火能力に対して有効な消火剤
組成を探索し、消火能力を定量的に評価する。
2）金属Mg粉末火災消火への適用性を検討す
る。
3）開発した消火剤の延焼阻止を検討する。
4）環境影響評価を行う。
5）製造プロセスを構築する。

初期研究から実証試験まで評価することで、
実用化への知見の獲得を目指した。

【研究開発の成果】

熱によって無機高分子を形成する化学特性と、成分を変える事に
よって泡又は膜の形状になる発泡特性を利用することで、同一組成
の新規の消火剤が木材火災および金属Mg粉末火災に有効である
ことを明らかにした。
1）木材火災については最終的にA-1クリブを用い、空気で消火液を
噴霧する事により3.8Lで消火する事ができた。
2）金属Mg消火は、消火時のMg内部熱および放熱の経時変化や、

消火後の被膜および消火残物の状態を検証することにより、本消火
剤を用いれば消火後に発熱しない状態で消火できる事を示した。
3）延焼阻止については、消火剤の固形分濃度が高いほど延焼を抑
止する時間が長くなることが分かった。
4）消火剤を土壌散布した環境影響評価において、冬場の約1ヶ月で
幼草が芽吹き回復した。
5）製造プロセスについては、ラボスケールで構築したプロセスにて、

製造トラブルを設定し、回復できる操作条件を見出し、強い製造プロ
セスを構築した
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研究課題の要旨：本研究では、これまで消火剤の主成分として用いられることの無かった感温性を有するケイ酸化合物

を主成分とする消火剤の研究開発を行った。自由噴霧法にて消火能力の有無を調査し、消火に適する組成探索、および各

実験系において消火能力を評価した。更に国家検定規格の A1 クリブを用いて消火能力を定量化した。延焼抑止効果を単

位面積あたり同一の噴霧量にて評価した。金属マグネシウム消火では、マグネシウム火源に投入する消火剤の様態の影響

を明らかにした。マグネシウム消火時の降温のきっかけを特定し、短時間で室温まで冷却する消火剤の粘度特性を評価し

た。マグネシウム消火残物の調査および被膜の密着性を明らかにした。さらに、マグネシウム消火時の延焼抑止効果も検

証した。本消火剤を環境中へ噴霧した場合の影響を検証した。本消火剤の製造プロセスは、製造工程時のトラブル耐性と、

充填工程の親環境性を満足させるように構築した。	

キーワード	:		ケイ酸化合物、感温性、被覆、マグネシウム消火、無機高分子	

	

1. はじめに 
消防防災体制の強化の一部として、市町村の消防

の広域化が取り組まれている 1）。一方では、特殊

火災（例えば金属マグネシウム）用に開発された

消防装備が東京消防庁に導入 2）されており、先駆

的な活動がされている。しかしながら、地方（例

えば宮崎県）では、いまだに消防本部や消防署の

ない非常備町村 1)を有し、また特殊火災用に開発さ

れた設備は導入されていない。安全性の充実を考

慮した場合、このような地域格差を少なくしてい

く必要がある。格差を打破する一因として、現在

保有する設備で、新たな機能性を有する消火剤を

使用できれば、非常備町村における林野火災に対

する消防防災体制の強化、および特殊火事の消火

を地方単独で対応することができると考えられる。

しかしながら、これまでに双方に対する有効な消

火剤は開発されていない。	

	 筆者らはこれまで、木造部材に耐火性を付与す

るためケイ酸化合物を主成分とした感温性無機組

成物を用いて研究開発を行ってきた 3）。ISO834 の

標準加熱温度曲線に準じた加熱環境にて、乾燥硬

化してシート状に加工した感温性無機組成物が、

温度の上昇により積層発泡することで、木造部材

に 1 時間の耐火性能を付与できた。これは高温環

境下で、ケイ酸化合物に含まれる成分の重合反応

を利用したことによる。しかしながら、その良好

な遮熱性能を木造の建築部材に付与するためには、

ペースト状の感温性無機組成物を乾燥硬化した後、

建築部材の寸法に切り出し、建築部材に貼り合わ

せなければならない。感温性無機組成物のペース

トを曲面の形状に乾燥硬化することは困難である

ため、現状では平面のシート形状に限られている。

もし、耐火性能を発揮する感温性無機組成物を用

いて消火剤を開発することができれば、建築部材 
 
 
 

 
の形状に関係なく、火災から家屋や財産を守るこ

とができると考えられる。感温性無機組成物のこ

れまでの知見を応用すれば、燃焼物の表面で高分

子を形成する被覆物が窒息作用を発揮し、更に消

火剤自体に含有する水と高分子重合反応で生成す

る水の両方の気化熱を利用した冷却効果を併せ持

つ消火剤が開発できる可能性が高い。	

	 本委託研究では、2 ヶ年の採択がなされた。初年

度は定性的な開発期間と位置付け、消火能力の有

無、消火剤組成の探索、延焼阻止剤の開発、環境

親和性評価および金属火災の予備実験を行った。

最終年度は、定量的な実証期間と位置付け、定量

的な消火能力評価、延焼阻止の実証試験、製造基

本プロセスの構築および金属火災への展開を行っ

た。研究を同じ系列でまとめると、1）木材火災用

消火剤開発、2）マグネシウム火災用消火剤開発、

3）延焼阻止検討、4）環境親和性評価、5）消火剤

生産プロセス構築、の５項目について以下に記す。	

1）ケイ酸化合物の消火剤への適用性および燃焼物

に対する被覆状態を検討し、その消火能力につい

て対して水を基準とした場合の倍数として表すこ

とで、消火剤組成を探索した。また、クリブモデ

ルを段階的にスケールアップすることで消火剤組

成の特定および消火能力の定量化を行った。	

2）消火剤の様態（固体から液体まで）に依存する

消火挙動を検討し、金属消火に有効な状態を探索

した。更に、スケールアップしたマグネシウムに

対して、粘度の異なる消火剤を噴霧し、消火挙動

に対する詳細な検討を行った。また、被覆状態及

び消火後のマグネシウム内部を調査し、消火に至

るまでの被覆物のガスバリア性を検討した。	

3）木材火災とマグネシウム火災に関する延焼阻止

を検討した。木材火災の延焼阻止では、燃焼する

木材クリブの未燃木材クリブへの着火距離と消火

剤粘度の関係調査、飛び火クリブでは、野地板の

燃え抜けに対する消火剤粘度依存性を調査し、三

生技研が開発した耐火シートと比較検討した。野
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焼きの延焼阻止では、傾斜地に枯れ草を集積した

箇所に消火剤を噴霧した場合およびパック型消火

剤を設置した場合にて検証した。	

4）本消火剤の地下浸透モデルを検討し、その環境

回復までの期間と、実際に地面に噴霧した場合を

比較検討した。	

5）消火剤の生産プロセスを、ラボスケールで構築

し、実生産規模に近い 100L スケールにて実証した。	

	

2. 木材火災用消火剤開発 4-8） 
2.1	 ケイ酸化合物の消火能力の有無	 	

	 著者らが開発した感温性無機組成物 3）を噴霧可

能な状態にすれば、遮熱特性を持つ消火剤になる

と考え、液化実験を行った。図 1 に飛び火クリブ

の寸法と熱電対設置位置を示し、写真 1 にケイ酸

化合物を主成分とする消火剤を噴霧可能な粘度に	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

調節し、飛び火クリブで消火実験を行った結果を

示す。燃焼しているクリブに噴霧すると、感温性

素材である本消火剤は、クリブ表面で脱水縮合反

応し、無機高分子を合成した。その無機高分子の

形状は膜や泡であり、クリブ表面を固体の被覆物

が覆うことで窒息作用を発現した。この事より、

筆者らが開発した感温性無機組成物を噴霧可能な

液体にすれば、消火能力を有することが分かった。	

2.2	 噴霧に適する粘度の選定	

	 調製した消火剤を電池式噴霧器に充填し、実際

に噴霧することで噴霧可能な粘度領域を調査した。

任意濃度の添加剤を基材のケイ酸化合物に溶解し、

水で希釈して種々の粘度に調製した。消火剤の全

固形分濃度に対する粘度の関係を図 2 に示す。こ

こで、「含水率=100-固形分濃度」の関係がある。

粘度は添加剤の濃度に依らず、全固形分濃度の増

加と共に上昇した。これら消火剤を電池式噴霧器

で噴霧すると、消火剤の粘度が 35mPa･s 以下の領

域で噴霧可能であり、噴霧状態が良好である領域 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
は約 15	 mPa･s 以下であることが分かった。以後

の消火実験では、消火剤の粘度を 15mPa･s 以下に

設定して実験した。これによりレオロジー的に消

火剤の粘度を制御出来ると共に、消火剤生産時の

製造管理に使用出来る知見を得た。 
2.3	 被覆物の形状制御	

	 感温性無機組成物を液体に変え、燃焼物に噴霧すると、

写真1のように熱による脱水縮合反応により無機高分子

が生成する。しかしながら、燃焼時に発生する木炭によ

る吸水機構9）が働くため、詳細な高分子形挙動が調査し

にくい。そこで、燃焼物の表面環境を模すために、電気

炉を空気雰囲気下で700℃に保持した。各粘度に調節	

した消火剤をスライドガラスに噴霧し、その直後に電気

炉に投入して泡の形成状態を観察した。実験結果を写真

2 に示す。全てのサンプルで発泡が確認され、攪拌装置	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

図1	 消火実験で用いた飛び火クリブと 
	 	 	 熱電対設置箇所 
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写真1	 ケイ酸化合物を利用した消火剤と、消火剤を
噴霧して消火した直後のクリブの様子 

 
熱で形成した無機高分子の固
体膜や固体泡が燃焼物表面を
覆い消火する 

消火直後のクリブ 消火剤 

 噴霧 

固体膜エリア 広 狭 
発 泡 嵩

 
高 低 

粘度 高 低 

写真 2	 700℃の電気炉に投入した任意粘度の消
火剤の発泡状態の様子 

噴霧可能領域 
噴霧良好領域 

図 2	 種々の添加剤/ケイ酸化合物溶液における全固
形分濃度と粘度の関係 



が無くても発泡できる感温性無機組成物の性質を有して

いることがわかる。消火剤の粘度の増加と共に発泡する

嵩高さが増し、固体膜面積が狭くなっている。ここで固

体膜とは、泡または未発達な泡が積層する事無く、横に

広がった状態を指す。消火作用を考慮すれば、燃焼物の

表面を無機高分子が効率的に覆えば良く、無駄に嵩高く

なる必要は無いと考えられる。そのため同体積の消火剤

ならば、粘度が低ければ被覆面積が大きくなり、消火効

率が良くなる。一方、粘度の高い消火剤が嵩高くなる現

象は、一定温度以上で遮熱性が発現する延焼阻止剤とし

ての可能性を有している。	

	 被膜形成後の形状制御では、粘度を調節し、加熱によ

って生成する高分子の異なる被覆形状にて、潮解現象が

絶乾状態から平衡状態になるまで経過観察した。絶乾状

態のサンプルは、空気雰囲気下において、600 ℃の電気

炉で4時間保持することで得た。写真 3 に各サンプルを

600 ℃の熱源から取り出した直後を実験開始時とした

場合の潮解現象の経時変化を示す。実験日は平均気温

23.6 ℃、平均湿度82 ％の実験環境であった。実験開始

時の状態として、写真 3 の左側（サンプル 1）では固体

泡のみ、中（サンプル2）では固体泡と固体膜の混成体、

右側（サンプル3）では固体膜のみの状態であった。時 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

間の経過と共に全てのサンプルで潮解し、固体から液体

へと変化した。サンプル1の固体泡の状態が最も液状化

するのが遅く、3.5 時間程度かかっている。固体膜の液

状化は色彩変化が無く判定しづらいが、積層化した固体

泡より液状化に至る時間が短い。これらが潮解に要する

時間は、発泡バルク層の嵩高さや発泡密度によって異な

る事が分かった。また、絶乾状態で実験を開始したこと

から、高分子中に含まれる水分が潮解現象を引き起こし

たのではなく、大気中の湿気から水分を吸収することで

潮解現象が発現したことを示している。固体泡が吸水す

ることによって消泡する現象は、水が蒸発する事で消泡

する液体泡の消泡機構とは全く逆の機構である。この事

より、高分子を形成した後に発現する潮解現象を、消火

剤の組成で潮解の程度を制御でき、また粘度で潮解時間

を任意に制御できることが分かった。 
2.3	 自由噴霧法による消火能力の推定 8）	

	 木材の消火に必要な水の量を推算する理論式は、注水

ノズルを固定した方法 9-13)と、ノズルを自由に噴霧操作

した方法14)がある。同実験条件にて、両式から推算した

消火に必要な水の量の関係性を調査すると、比較的良好

な直線性を示した 8)。これにより、自由噴霧法を用いた

本実験系特有の操作係数を導出することで、同一条件下

で消火した場合の固定法による消火量を推算できる事 8)

が分かった。探索する消火剤の消火能力は、水の消火能

力を1とし、比較することで簡便に評価した。後述する

Ef は、実験で消火に使用した消火剤量 Qmeasを理論式か

ら算出した水量 Qcc で除すことで、水の消火効果の倍数

として表した。	

Ef = Qmeas / Qcc             (1)	
ただし、Efの値は、本実験ではクリブの大きさが比較的

小さく（図 1）、江守らが示す放射強度の相似性 15)を保つ

（クリブの長さが20〜100cm）範囲外にあるため、本実

験系だけで表される特有の値である。 
2.4	 飛び火クリブを用いた消火剤組成探索 8） 
	 消火実験は飛び火クリブ（図1）を使用した．ブナ材の

クリブ単木寸法は縦19mm x横19mm x幅80mmであり，

図1のように各段3本使用し，3段組にした時の組み立て寸

法は，縦60mm x横80mm x幅80mmである．消火実験の 
装置および用具の配置を図5に示す．予め含水率を10％以 
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図5	 実験装置および用具の配置 写真3	 各サンプルの絶乾状態からの被覆物の経時変化 
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下に調節したクリブをカセットコンロ上に設置・着火し

、約2分間燃焼させた．その後，燃焼中のクリブを消火実

験箇所に移動させ，K型熱電対（チノー製：シース外径φ

1.0mm）を燃焼中のクリブに設置した．熱電対の熱計測

を確認した後，クリブの燃焼速度を無風状態で約1分間測

定した．クリブの質量変化は上皿電子天秤（島津製：U
W8200S）を用いてデータロガーを介してパソコンに自動

記録した．その後，燃焼しているクリブに対して電池式

噴霧器（工進製：ガーデンマスターGT-2S）を用いて消火

剤を自由噴霧した．消火実験は動画記録し，この時の消

火状況，温度変化および使用した消火剤量を記録した．

	 液中において、ケイ酸分子は不定形であり、濃度や温

度およびpH等の影響を強く受け、ケイ酸イオンの縮重合

によって分子構造が多様に変わる16)。本実験では、製造元

の検査報告書（表1）に記載の各固形分濃度から、熱処理

で求めた消火剤中の全固形分濃度と粘度との関係を用い

て、調製し

た消火剤中

のケイ酸濃

度(以後、CSi

O2と表記)を
制御した。 
	 単独のケ

イ酸化合物

の希釈溶液

を消火剤として消火実験を行った。結果を表 2 に示す。

ここで、A 系の基材は 3 種類あり、それぞれ A1、A2、
A3と略し、B系の基材の2種類はB1およびB2と略す。

A 系ではEfが1.3〜1.6であるのに対し、B系はEf が 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2.2〜2.4 となった。単独のケイ酸化合物の消火剤は、A
系よりもB系の方が消火能力の高いことが分かった。そ

こで、添加剤を溶解する液としてB系を選定した。 
	 消火剤の粘度を一定（約2.0mPa･s）に固定した場合に

おいて、Ef に対する添加剤の濃度依存性を調査すると、

添加濃度が増加すると共に増加した。	

	 消火剤が高粘度の場合は、低粘度の場合とは異なるポ

リマー存在比となる17)。そのため、消火剤の物性が大きく

異なり、高粘度特有の消火実験結果を示すと予想される

。そこで、添加物濃度を一定とし、粘度の異なる消火剤

を調製して消火実験を行った。その消火挙動を図6に示す

。いずれの場合も噴霧開始と同時にクリブ内の温度が下

がり、クリブ燃焼に対して充分な噴霧量であることがわ

かる。最も粘度の高い図6(a)では噴霧後、一旦温度が下が

った後、温度が上昇し、木材の燃焼温度260℃に迫ったも

のの、その後緩やかに降温した。クリブ内の温度が50℃
に達した時間は1490秒であり、最も長い時間がかかった

。粘度が中間の図6(b)では、噴霧後に若干バラツキがある

ものの、急激に温度が下がり、クリブ内温度の50℃到達

時間は768秒であった。粘度が最も低い図6(c)では、50℃
到達時間が最も短く、592秒であった。 
	 以上の様に飛び火クリブを用いた消火剤組成探索では、

図 6(c)の組成が最も消火能力が高いことが分かった。ま

た、粘度を低くすることで、消火直後の木材の温度を内

部に閉じ込めること無く、良好に降温させることが明ら

かとなった。一方、粘度が高ければ消火直後の木材の温

度を閉じ込める働きがあり、50℃を下回るまで長時間を

要した。この降温挙動は、消火剤の粘度に由来する事が

明らかとなった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図6	 同一消火剤原液を希釈し異なる粘度に変化さ

せた場合のクリブ内温度経時変化	

(a) 

 50℃到達時間：1490sec. 

1.50wt%-添加剤 / B液 

粘度: 11.4 mPa･s Ef 1.5 

pH12.0 

1.50wt%-添加剤 / B液 

粘度: 6.24 mPa･s Ef 1.6 

pH11.9 

 50℃到達時間：768sec. 

(b) 

1.50wt%-添加剤 / B液 

粘度: 2.08 mPa･s Ef 3.4 

pH11.8 

50℃到達時間：592sec. 

(c) 

噴霧	

木材燃焼温度	

木材燃焼温度	

木材燃焼温度	

表2	 単独の基材希釈液の物性と消火効果 

サンプル 
A1 
A2 
A3 
B1 
B2 

粘度 [mPa･s] 
2.45 
2.33 
2.09 
2.65 
2.32 

CSiO2 [%] 
7.9 
7.8 
6.6 
10.4 
9.2 

pH 
12.2 
11.8 
11.3 
12.7 
11.3 

Ef 
1.6 
1.5 
1.3 
2.2 
2.4 

表1：検査報告書に記載の基材組成	

成分	 濃度 [wt%] 

SiO2 
Na2O 
Fe 
不溶物	

29.17 
9.54 
0.003 

<0.005 



2.5	 大型のクリブを用いた消火剤探索 
	 飛び火クリブを用いて探索した消火剤組成をラージス

ケールで確認するためにクリブを大型化して実験を行っ

た。図 7 に大型化したクリブと熱電対の位置を示す。大	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

型化に伴い、水の必要消火量を木材の炭化度に応じて算

出できるように、水で大型クリブの消火を行った。水で

大型クリブを消火し、炭化度に対して消火効果をプロッ

トし図 8 に示す。ここで、実験装置及び用具の配置は	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

図5と同様である。炭化度が増加すると共に消火効果が

1 に近づいた。これは、クリブの蓄熱が充分では無く、

消炎ができれば鎮火しやすい環境であったことと考えら

れる。これらの実験点を非線形最小自乗法にて解析する

と、図中に示す実験式が得られた。以後、この式を用い

て、本実験環境下における各炭化度での水の必要消火量

を算出して、Ef値を求めた。	

	 2.4 節で決定した消火剤を用いて大型クリブの消火を

行った。図 9 に示す。クリブを大型化したにもかかわら

ず、消火は良好であり、Ef値は3.7となった。50℃到達

時間が長くなった原因として、目視できない箇所に火が

燻っていた可能性がある。しかしながら、再燃せず自鎮

した。	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

2.6	 A1 クリブ消火実験による消火能力の定量化	

	 消火器の技術上の規格を定める省令（昭和 39 年 9 月

17 日自治省令第 27 号）に準ずるA-1 クリブ（図 10）
を 4.2x60 サイズの木用鉄ネジにて固定し、消火実験を

行った。熱電対は K 型（φ0.65mm）を図 10 のように

クリブのセンターを貫き、尚且つ高さが異なる位置に設

置した。室内で気乾した杉材は含水率 11.5％であった。

1.5Lのガソリンを燃焼鍋に注入し、松明で点火した。3  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
分間燃焼させた後、直ちに消火操作を行った。なお、消

火剤は予め高圧洗浄器に充填し、消火に使用した容量は
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図7	 大型クリブと熱電対設置箇所 

図 8	 水で消火した場合のクリブ炭化度と消火効

果の関係 

図 9	 本消火剤を用いて大型クリブを消火し

たクリブ内の温度経時変化 

木材燃焼温度	

1.5wt%-添加剤 / B液 

粘度：1.96mPa･ Ef：3.7 

pH：11.6 CSiO2：6.9wt% 

50℃到達時間：1439秒 

図10	 A1 サイズのクリブ寸法および各熱電対の位置 

熱電対5	
熱電対4	

熱電対3	

熱電対2	

熱電対1	

噴霧直前	

消炎：16秒後	

鎮火：2分25秒	

木材燃焼温度	

噴霧開始	

図11	 本消火剤を噴霧したA1クリブ内の温度変化と消

火時の様子 
 



事前に測定した液比重と消化前後の重量差によって決定

した。用いた消火剤は 1.5%-添加剤/B 液で、粘度は

1.98mPa･s である 4-8)。実験結果を図 11 に示す。実験

環境的に無風状態にする事ができず、常時風が吹き、時

折強風の状態で消火実験を行った。結果として、消火液

量3.8Lを使用することでA1クリブを消火できた。なお、

消火後、クリブに触ると消火剤のかかった箇所はコーテ

ィングされ、指に炭がほぼ付着しなかった。 
	 この様にケイ酸化合物を主成分とする消火剤で木材火

災を消火可能であることを実証した。 
 
3.	 マグネシウム火災用消火剤開発 
3.1	 マグネシウム火災に有効な本消火剤の状態 
	 本消火剤は、含水率を制御する事で様々な状態に変化

させることができる。写真 4 に3gのマグネシウム消火

に用いた様々な状態の消火剤サンプルを示す。この様に

種々の状態に変化することができる本消火剤が、着火し

やすく発熱量の高いマグネシウムに対して、どの状態ま

で消火可能であるか調査した。実験方法は望月らの方法
18) に準じて、図 12 の様に設置し行った。燃焼させた

3g のマグネシウムの底面温度が 1000℃を計測して直ち

に各消火剤を投下した。そのときのマグネシウム底面温

度の経時変化を図 13 に示す。ここで、図 13 中に消火

せずにそのまま 3g のマグネシウムを自然燃焼させた結

果を実線で示す。ここで、300℃到達時間を記載してい

るが、文献 18 にマグネシウムは 300℃よりも低い温度

になると再び温度上昇しない記載があった。そのため本

稿では、マグネシウムの消火温度を 300℃と設定した。

サンプル1-1〜1-3まで固体であり、それぞれ粒径が異な 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

る。固体 19）では粒径が小さくなると共に劇的な温度低下

が見られた(図13)。これは、固体の粒径が小さい方が円

錐状のマグネシウムに効率よく密着でき、窒息効果が直

ちに表れたためであると考えられる。その後の緩やかな

降温は、（本消火剤特有の固体泡が生成・積層した）発砲 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
層による放熱の阻害である。ペースト状に調製したサン

プル 1-4 は、マグネシウム火源に投下を試みるものの粘

度が高く、燃焼するマグネシウムへの瞬間的な投下がで

きなかった。そのため、劇的な温度低下が始まるまで時

間を費やしていることが分かる。被覆後の降温が速いの

は、ペースト状であるためマグネシウムとの密着が固体

の場合よりも良く、強い窒息効果があった事に加え、ペ

ーストに含有する水の量が固体よりも多い（写真4中に

含水率記載）ためである。ペースト状の消火剤では、

300℃に到達した時間は図13の中で最も短く、明らかに

消火作用を発揮した。降温挙動は優れているが、火源投

入の操作性が悪かった。そこで、噴霧可能な状態にすれ

ば操作性良く、尚且つマグネシウム火源への水の供給量

も増加し、消火効率が良くなると考えられる。サンプル

1-5 を燃焼するマグネシウムへ噴霧した。噴霧した瞬間

を図 13 中の左の写真に示す。マグネシウムが弾け飛ぶ

様子は見られない。噴霧する度に微小な発泡体がマグネ

シウムに付着し、続けて噴霧すると先に付着した泡の隙

間を縫うように新しい発泡体が被覆した。被覆が完了し

た直後の写真を図13の右の写真に示す。図13右の写真

のマグネシウムの底面温度は約 800℃であり、被覆内部

は赤熱状態にある。しかしながら、図13の写真右では、

被覆物が白色を呈する状態であり、赤色は目視できない。

サンプル 1-5 では噴霧直後から急激に降温しており、そ

の後は時間の経過と共に緩やかな曲線で降温した。

300℃に到達した時間は 438 秒であり、使用した消火剤

量は僅か5gであった。 
	 以上の様に、液体の本消火剤でマグネシウムを消火で

きる事を示した。 
 図12	 3g のマグネシウム消火実験の装置・用具の配置 

頂部熱電対	

12.5mm厚石膏ボード	

：3枚重ね	

金属マグネシウム粉末：3.0g	

ブロック	

図 13	 3g のマグネシウムを各サンプルで消火した場

合の底面温度の経時変化と、液体を用いた場合

の消火時の様子 

サンプル1-5	
噴霧した瞬間	

サンプル1-5	
被覆完了：100秒時	

消火操作開

サンプル1-1	

フレーク状	

サンプル1-2	

フレーク状	

サンプル1-3	

ペレット状	

サンプル1-4	

ペースト状	

サンプル1-5	

高粘度液体	

含水率:25.6%	 含水率:28.6%	含水率:22.6%	含水率:57.0%	含水率:59.9%	

写真 4	 3g のマグネシウム消火に用いた様々な状態

の消火剤サンプル 



3.2	 マグネシウム消火の降温のきっかけと消火効

果の発現 
	 マグネシウムを12gにスケールアップし、図 14 のよ

うに石膏ボードの裏面温度を新たに計測できるようにし 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
た。消火剤の噴霧操作は、熱電対が底面温度1000℃を計

測して直ちに行い、赤熱状態のマグネシウムが見えなく

なるまで続けた。液体の各サンプルの調製は、消火剤原

液を希釈して、粘度を 20.4〜1.96mPa･s まで変えて行

った。図 15 に12gのマグネシウムを液体の各サンプル

で消火したマグネシウム底面温度の経時変化を示す。ま

た、表 3 にサンプル名、粘度、固形分濃度、消火に要し

た液の使用量、液中の固形分量および 300℃到達時間を

示す。図 15 中に示す比較的粘度の高いサンプル 2-1 と

2-2 は、マグネシウムに噴霧する度に微小な発泡体がマ

グネシウムに付着し、続けて噴霧すると泡の隙間を縫う

ように被覆した。固形分濃度が高いため、マグネシウム

を被覆するまでの時間が短かった。被覆後は、時間の経 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

過とともに降温し、300℃に到達した時間はいずれも消

火無しの場合よりも短時間であった。消火剤の原液であ

る約 20mPa･s までの粘度であれば、降温時間が短く消

火効果を有する事が分かった。中程度の粘度であるサン

プル 2-3 は、サンプル 2-1 や 2-2 と比較すると若干固形

分濃度が低いため、マグネシウムを覆うまでに時間が掛

かった。そのため、被覆後の降温開始時間が若干遅くな

っている。降温開始した後はサンプル2-1および2の降

温挙動に沿うように低下した。サンプル 2-3 についても

サンプル 2-1 および 2-2 と同程度の消火効果を有してい

ることが分かった。最も粘度の低い（2.6 節で使用した

消火剤とほぼ同じ）サンプル 2-4 は、固形分濃度が低い

ため、マグネシウムを覆うまでに時間を要した。しかし

ながら、燃焼するマグネシウムの表面に無機物が被覆し

た後は、時間の経過とともに劇的に降温した。この劇的

な降温は、被膜形成までに使用した液体（消火剤）がマ

グネシウム周辺に留まることで、間接的な冷却作用を窒

息作用と共に相乗的に発揮したと考えられる。300℃に

到達した時間は最も短く640秒であり、使用した消火剤

量は57gであった。 
	 燃焼するマグネシウムを降温させるきっかけは、無機

被膜がマグネシウムを覆う窒息作用である事が分かった。

表 3 の液中の固形分量がほぼ一定である事から、約 7g
の固形分で12gのマグネシウムを被覆できる。直接比較

することはできないが、同量の12ｇマグネシウムの消火

を行っている文献18では、粉体の消火剤を300g使用し

ている。この知見と比較すると、本消火剤では固形分換

算で、約1/40の量にてマグネシウムを消火できる（液体

の量で比較すると約 1/5〜1/15）事が分かった。冷却作

用の発現には、被覆形成までに費やした液体の量に依存

した。そのため、最も粘度の低いサンプル 2-4 の冷却が

最も良好であり、300℃到達時間が短く消火効果も良好

である。 
3.3	 マグネシウムに被覆する無機物の形状制御と、

マグネシウム内部への液体の侵入制御 
	 写真 5 に燃焼前の 12g のマグネシウムおよび消火無

しと、消火後のマグネシウム外観の様子を示す。写真 5
中の上から1段目に燃焼前の12g-マグネシウムの様子を

示す。この様に成形した後、消火実験を行っている。写

真 5 中の上から 2 段目は消火剤を噴霧せずに 12g-マグ

ネシウムをそのまま空気中で燃焼させた結果である。白

色を呈する外殻の物質は、酸化マグネシウム 18）である。

また、マグネシウムを貫通する熱電対に堆積している物

質は、燃焼時に発生するマグネシウムヒュームであり、

熱電対に付着・堆積した。写真 5 の高粘度のサンプル

2-1 は、固体泡で良好にマグネシウムを被覆している。

同様にサンプル 2-2 および 2-3 も良好に固体泡で被覆し

ている。最も低粘度のサンプル 2-4 は、当初から木材の

消火剤として開発した薬剤である。本稿の木材の消火剤

は、熱によって合成される無機被覆物が、薄い膜の形状 

12.5mm厚石膏ボード	

：4枚重ね	

底面熱電対	

裏面熱電対	

頂部熱電対	

金属マグネシウム粉末：12.0g	

ブロック	

5

40mm	

図 14	 12g のマグネシウムを消火する時の実験装置

用具配置 

図 15	 12g のマグネシウムを液体の各サンプルで消火

したマグネシウム底面温度の経時変化 
表 3	 12g のマグネシウム消火に用いた各サンプルの物

性 

2-1 

2-2 

2-3 

2-4 

サンプル 

20.4 

12.5 

3.83 

1.96 

粘度 
[mPa·s] 

液中の固形
分量 [g]  

7.2 

5.7 

8.3 

6.2 

20 

17 

35 

57 

使用量 
[g] 

35.9 

33.4 

6.6 

10.4 

固形分濃
度 [%]  

300℃到達
時間 [秒]  

796 

786 

810 

640 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
になるように設計 4-8）している。サンプル 2-4 では燃焼

するマグネシウムに対して何度も噴霧したため、固体膜

の断片が密に重なった状態で被覆していることが分かる。 
	 この様にマグネシウムを被覆する無機物の状態は、粘

度によって2つの種類に制御できた。粘度を高くすると

固体泡が積層した発泡層で、粘度を低くすると固体膜片

が集積した密集型のフィラーでマグネシウム表面を覆う

事が出来る。根本らは、マグネシウムへの水の供給を噴

霧放水にすれば爆発せず、冷却可能である事を示した 20）。

これは、水を連続的に供給する環境において、水の圧力

を物理的に制限すれば、マグネシウム内部への水の侵入

を防ぐ事が出来るためである。一方、連続的に供給する

環境において本消火剤は、熱を感知することで（供給初

期に）燃焼中のマグネシウムを無機物で被覆し、その被

覆物によってマグネシウム内部への液体の侵入を妨げる。

この様に本消火剤は、熱に反応する化学的作用によって

マグネシウム内部への液体浸入を防ぐ。現象的には噴霧

放水の場合と同じ効果が得られるため、本消火剤を用い

ても水蒸気爆発しにくい状況を作り出すことができる。 
3.4.消火に至るまでのマグネシウムの状態と、被覆

物の密着状態と位置の特定 

	 空気中でマグネシウムを燃焼させると、酸素や窒素と

熱反応し、白色或いは黒色の酸化マグネシウム、さらに

は黄色の窒化マグネシウムを生成する。酸化マグネシウ

ムは水と反応して発熱することは無いが、窒化マグネシ

ウムは水とたやすく反応 21）し、アンモニアガスの生成を

伴って発熱する 18）ことが分かっている。鎮火を考慮した

場合、消火したはずの物質が、別の発熱体（例えば窒化

マグネシウム）に大量に変性すると、消火現場の混乱は

避けられないと予想できる。そこで、図 15 及び写真 5
の消火後のマグネシウムの断面写真を撮影した。マグネ

シウムを被覆する状態が2種類であったため、粘度の高

い代表的なサンプル 2-1 と粘度の低い 2-4 を、比較のた

め消火無しの場合も併せて写真 6 に示す。写真6に示す

消火無しは、マグネシウム内部の多くが窒化マグネシウ

ムへと変化し、長時間マグネシウムが窒素ガスに接して

いたことが分かる。これは、常圧下において高温で窒素

ガスと接触しているマグネシウムは劇的に窒化速度が増

大する 21)ことと一致している。写真6の高粘度のサンプ

ル 2-1 の断面は、内部のほとんどが黒色を呈しており、

酸化マグネシウム 18）の状態で消火している事が分かる。

ここで、マグネシウムの表層が僅かに黄色を呈して 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

燃焼前の12ｇの

マグネシウム	

消火無し	

サンプル2-1	

粘度:	20.4mPas	
固体泡で被覆	

サンプル2-2	

粘度:	12.5mPas	
固体泡で被覆	

サンプル2-3	

粘度:	3.83mPas	
固体泡で被覆	

サンプル2-4	

粘度:	1.96mPas	

固体膜断片

(フィラー)

写真5	 燃焼前の12gのマグネシウムおよび消火無しと、

消火後のマグネシウムの外観の様子 

写真6	 消火後のマグネシウムの断面の様子 

内部のほとんどが黒色
（酸化マグネシウム）で
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粘度:	1.96mPas	
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シウム）が内部に

多く存在する	

消火無し	



いるが、その少なさから燃焼しているマグネシウムには

ほとんど窒素ガスが接触せず、良好な窒息状態が保たれ

たことが分かる。そのため、消火に至るまで窒化マグネ

シウムの生成はほぼ進行しなかった。また、消火剤がマ

グネシウム内部に侵入した形跡は無かった。この様に、

粘度の高い消火剤が形成した無機被覆物はマグネシウム

消火時のガスバリア性が高い。写真6の粘度の低いサン

プル2-4の断面も、内部のほとんどが黒色を呈していた。

窒化マグネシウムの生成は、サンプル 2-1 よりもほんの

僅かに多いように見受けられる。その分布はマグネシウ

ム表面に 0.1mm 程度の厚みで薄く存在しており、表面

の一部のみ覆っていた。これは、粘度が低いため、薄膜

が重なって被覆完了するまでの間に窒化マグネシウムが

生成した。しかしながら、マグネシウム内部は大部分が

酸化マグネシウムであったことから、充分に窒息作用を

発揮している。またサンプル 2-4 においてもマグネシウ

ム内部に消火剤が侵入した形跡は無かった。この様に、

粘度の低い消火剤が形成した被覆物であっても、ガスバ

リア性は良い。 
	 以上の様に粘度の高い消火剤はもちろん、粘度を低く

した消火剤においても、固体膜の被覆は良好な窒息作用

を発揮している事が分かった。また、被膜を形成してい

る位置は、マグネシウム表面上に限られ、密着良く接し

ていることが分かった。さらに本消火剤の被覆物はガス

バリア性が高く、鎮火後のマグネシウムにはほとんど窒

化マグネシウムが含まれない事が分かった。マグネシウ

ム自体の降温は、粘度の低い本消火剤（木材火災消火と

同じ）が最も良い事が明らかとなった。 
 
4.	 延焼阻止検討 
4.1	 燃焼物に付着した被覆物の耐熱性 
	 従来の液体の泡消火剤と異なり、本消火剤は加熱によ

って脱水縮合反応が起こり、無機高分子の固体膜あるい

は固体泡が燃焼物表面に生成する。無機高分子の特性よ

り、一旦燃焼物に付着すればその箇所は堅固な被覆物と

なり、高温領域においても窒息作用を保つことができる。

しかしながら、ケイ酸化合物は軟化点を有しており、そ

の温度は550〜650	℃程度 3）である。林野火災を想定し

た場合、火災の温度は軟化点の温度よりも高温になる事

が予想される。軟化点よりも高温になった場合は、木立

に付着していた無機被覆物が流れ落ち、窒息作用が保て

ないことを意味する。そこで、火災熱による固体泡の熱

経緯変化を調査するため、調製した消火剤を用いて、電

気炉にてその温度変化を経過観察した。写真 7 に燃焼物

に付着した状態を模す固体被覆物の熱安定性を示す。写

真7 の左は含水率40	％であり、燃焼物の温度が低い状

態で消火剤が付着した場合を模し、写真7の右は含水率

7％であり、燃焼物の温度が高い状態で消火液が付着した

状態を模した。両サンプルが電気炉で20	℃/min.の昇温

速度で加熱され、120	℃を超えると水の蒸発と共に泡が 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
発生しはじめ、水蒸気が充分放散されると、泡は固体泡

へと変化した。そして温度が更に上昇すると、固体泡は

発泡初期の嵩を 600 ℃までほぼ維持した。600 ℃を超

えると次第に嵩が低くなるが、泡の形状は保持したまま

である。また、750 ℃を超えるとガラスの軟化点を超え

ることから、固体泡は次第に柔軟化する。しかしながら、

少なくとも850 ℃までは溶融劣化すること無く、また固

体泡の流れも無く、スライドガラスに強く接着している

ことを確認した。このように本消火剤は非常に耐熱性が

高いことが明らかとなった。また、溶融して流れ出すま

で本消火剤は付着した物体に強く接着していることから、

非常に高い温度まで窒息作用が持続・発揮できることが

明らかとなった。この様に燃焼部分に付着すれば、高温

領域まで窒息効果が持続することから、少なくとも火源

を鎮圧しつつ炎の分散化に寄与すると考えられる。 
4.2	 切株の再燃阻止モデル実験 4, 7) 
	 林野火災で生じる熾火状態の切株を模すため、クヌギ

の切株を加工した。図 16 に切株のサイズと熱電対の設

置位置を示す。ここで凹状の加工は、凹底面に設置した

熱電対が燃焼に伴って切株内部が変形しても系外に放り

出されないようにするためである。切株の内部（図 16-a）
にシース径φ5.2mm の K 熱電対を設置し、その他は図

16-b,c,d の位置にφ3.0mm で深さ 40mm の穴を空け、

φ0.65mm のK 熱電対を設置した。切株の抉り部に可燃

物やベンジンを投入し、燃焼させた。抉り部の内壁が連

続して熾火状態となるように風を送った。約1時間燃焼

させた後、消火剤を噴霧した。切株内の温度が50℃を下

回るまで温度測定を続けた。実験結果を図 17 に示す。

消火剤は約 2.5 分間断続的に噴霧し、その使用量は

136mlであった。噴霧停止後は切株内の温度が若干上昇 

写真 7 燃焼物に付着した無機被覆物自体の熱安定性
の様子 
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したが、次第に温度が下がった。噴霧開始前の燃焼によ

る減量速度は35.3g/minであり、燃焼していることが分

かる。噴霧停止後から切株内の温度が急激に下がって一

旦上昇した領域（67.08〜82.45min: 図17中の赤矢印の

間）の減量速度は 4.1g/min であり、ほとんど燃焼が進

んでいない事が分かる。更に再上昇以降の領域

（82.45min 以降: 図 17 中の緑矢印）は減量速度が

0.2g/minであり、温度が50℃を下回った142.76minに

は鎮火したと判断した。鎮火後、抉り内部に設置した熱

電対を取り出すと、熱電対に伴って板状の炭化粉体の塊

が取り出された。また、内壁の炭化部分を指で触っても

ほとんど炭の付着は無かった。このように本消火剤は粉

体化した炭を固化させる効果と、炭の表面を無機高分子

が被覆する効果が見られた。本実験では小量の消火剤で

再燃防止の知見が得られ、林野火災の残火処理にも使用

可能な基礎的知見を得る事が出来た。つまり、再燃しや

すい切株の残火処理が1回で済むと考えられ、地上での

団員を含め隊員の消火活動が効率的になると共に、戦略

的人材配置の可能性が広がる。 
4.3	 軒下への延焼阻止モデル実験 
	 隣家からの火炎が常に軒下にあたっている状況を模す

ために、コンロの火炎がクリブに接するように設定した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
実験装置の配置図を図 18 に示す。カセットコンロの五

徳部分を取り外し、クリブを置けるように加工した。ク

リブは 2 つ用意し、1 つは延焼阻止クリブであり、もう

1 つは何も施さない対象クリブである。延焼阻止クリブ

はφ2.0mm のドリルで穴を空け、φ0.65mm のシース

つき熱電対を火源方向のクリブ表面に沿うようにセット

した。また、対象クリブも同様にカセットコンロ上に設

置した。カセットコンロ周辺の温度を計測するために、

熱電対も同様に火口から55mmの位置（高さはクリブ上

段の位置とほぼ同じ位置）にセットした。動画、温度測

定そして重量測定の順番で測定開始し、カセットコンロ

を点火して可能な限り早く延焼阻止クリブに消火液を噴

霧した。噴霧は適宜再噴霧停止を繰り返し、対象クリブ

が燃え尽きるまで続けた。消火剤の粘度を 5.46mPa･s
に調製して延焼阻止剤として実験した結果を図 19 に示

す。ここで、消火剤を延焼阻止クリブに対し3〜7秒間 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
隔で噴霧した。消火液使用量は631gであった。図19よ

り延焼阻止クリブが受けている熱は常に 700℃以上ある

と考えられる。火炎が継続してクリブに当たっているた

め、クリブに消火液を噴霧すると、きめ細かな泡が発生

する。噴霧する度に発泡層は厚くなるが、ある厚さを超

えると発泡層が剥ぎ取られることが分かった。しかしな

がら、発泡層が剥ぎ取られても、クリブの表面に付着 

図16	 クヌギ切り株の寸法と熱電対の設置位置 
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図17 切り株内の温度と重量損失の経時変化  
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図18	 軒下延焼を模した実験装置・用具の配置 

図 19	 軒下延焼を模した延焼阻止クリブ接炎面の
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している消火液が直ちに発泡し、延焼を阻止した。写真

8 に実験終了後の様子と、延焼阻止クリブの接炎面の様

子を示す。対象クリブは、噴霧した液が多少かかってお

り、被液した部分が白色を呈している。一方、延焼阻止

クリブはまったく燃焼することは無かった。写真8の接

炎面にはコゲが見受けられるが、連続した噴霧環境にお

いては延焼阻止が可能である事が分かった。 
4.4	 クリブを用いた延焼阻止実験 
	 延焼阻止の火源は、3 分間カセットコンロで予備焼し

たクリブとし、阻止対象物は火源側に熱電対を取り付け

たクリブとした。阻止クリブへの消火剤の投入方法は、

「延焼阻止剤は噴霧にて使用したいとの意向」を受け、

噴霧可能領域での粘度に限定するようにした。実験装置

および用具の配置は図 20 のように設定した。阻止クリ

ブにはφ0.65mmのシースつき熱電対を火源方向のクリ

ブ表面に沿うようにセットした。また、阻止クリブには 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

燃焼クリブを設置する前に予め消火剤を噴霧し、火源に

接する面を消火剤で覆った。一方、火源のクリブは、カ

セットコンロにて3分間予備加熱し、その後、阻止クリ

ブから3cmの距離に設置した。阻止クリブへの消火剤の

再噴霧は、火源面の発泡状態と計測している熱の状態を

見つつ、適宜行った。実験結果を図 21 に示す。ここで、

赤矢印は消火液噴霧、黒矢印は消火液停止である。火源 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
クリブを設置して 10 秒後に 4 秒間注水し、初回停止か

ら 19 秒後に 5 秒間再注水した。更に 2 度目の停止から

47秒後に4秒噴霧した。消火液使用量は133gであった。 
	 注水3回目以降から火源クリブ除去まで未燃クリブの

温度は100℃を保持し、全く延焼することが無かった。 
この 100℃を保持する挙動は、三生技研が開発した耐火

材の遮熱挙動と全く同じであった。耐火材は厚さ3.0mm
の規定があったが、延焼阻止剤は基本的に安全が確保さ

れるまで対象物にかけ続ける。そのため、対象物への膜

厚はかなり厚くすることができると予想できる。「発泡+
（かけ続ける）消火液」の効果は、極めて高いと考えら

れる。 
4.5	 大型クリブを用いた延焼阻止実証 
	 前節までに得られた延焼阻止の基礎知見を実証するた

めに、大型クリブを用いて実験を行った。用いた実験装

置を図 22 に示す。ここで、用いた大型クリブは図 7 と

同じである。火源クリブの左右に設置した延焼クリブ内

の熱電対は、上中下の3本を設置した。上及び下段の熱

電対は、左右クリブいずれも火源クリブに面する位置の

中央に設置し、中段は延焼クリブの中心位置（クリブ単

木の下から3段目の火源から数えて2本目の位置）に設

置した。火源クリブの位置は、（予め架台上面の中心を通

る位置に渡した鉄アングルとその鉄アングルから7.5cm
離した2本の鉄アングルを設置）鉄アングルの中心に合

わせて設置した。各延焼クリブの位置は、火源クリブと

前後の位置を揃え、左右のクリブ間距離を任意の距離で

位置調整した。各クリブを設置した後、動画撮影及び温

度記録を開始し、図 22 に示すカセットコンロで 3 分間

火源クリブを燃焼させた。3分経過後、直ちに火を止め、 

写真 8	 カセットコンロを用いた延焼阻止実験の

様子と延焼阻止クリブの火炎面の状態 

図20	 実験装置および用具の配置 

 電子天秤 

 
BBQコンロ 

 トレイ 

熱電対 

 デジカメ 

 クリブ 

 
カセット
コンロ 

 

予備燃焼後に移動 

風防 

 

消火液噴霧 

 クリブ クリブ 

 

約16分間：接炎面約100℃ 

図21	 クリブを用いた延焼阻止実験結果 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
カセットコンロをクリブが動かないように引き抜いた。

引き抜いたスペースには、炭受けとして鉄板グリドルを

差し込み、クリブ燃焼に伴う炭の落下対策を施した。 
	 大型クリブを用いた場合の適切な延焼距離の調査は、

燃焼している火源クリブの火勢が強い段階で、なおかつ

延焼クリブに接炎しない距離を調査すると、7cmのクリ

ブ間距離が適切である事が分かった。そこで、クリブ間

距離を7cmに設定し、本消火剤の延焼阻止実証試験を行

った。延焼クリブへの消火剤の噴霧量は、廖ら 22）が設定

した量（第一模型“表面積16m2”に対して噴霧液量50L）
を基に、延焼クリブの表面積（662,400mm2）から比例

式で算出した。噴霧完了して、5 分後に重量を計測し、

付着した液量を算出した。その後直ちに、延焼クリブを 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

所定位置に設置し、熱電対を取り付けた。噴霧完了後か

ら 10 分後にカセットコンロを点火し、上述と同様の方

法にて実験を行った。なお比較対象として消火剤を噴霧

していないクリブを火源クリブの右側に（左のクリブ設

置距離と同じ長さ）設置している。延焼阻止実験も延焼

クリブが燃え崩れるか、クリブ内の温度が充分下がった

時点まで行った。本消火剤と消火剤原液を用いた場合の

結果を写真 9 に示す。ここで、本消火剤は消火剤原液を

4倍希釈した溶液である。本消火剤を付着させた場合は、

クリブ内の蓄熱が進み、最終的には着火した。しかしな

がら、クリブに延焼遅延時間を約 20 分間与えることが

出来た。消火剤原液をクリブに169g付着させた場合は、

延焼すること無く、延焼阻止効果が発現することが分か

った。 
4.6	 飛び火試験における延焼阻止実験 
	 木造屋根で

一般的な屋根

下地部材であ

る 12mm 厚

の野地板に対

する飛び火試

験を、本消火

剤をはじめ三

生技研が開発

した耐火材 3）

と比較するこ

とで、屋根に

対する延焼阻

止効果を検証

した。火源は

図 1 に示す

飛び火クリブ

を使用し、野

地 板 は

12mm 厚の

構造用合板を用いた。飛び火試験では図 23 のように野

地板を加工し、熱電対を図 23 に示す位置に設置した。

野地板の設置勾配は、予め 15 度の角度で設置し、その

後サーキュレーターを用いて、野地板に沿って 3m/s の

風速にて送風した。クリブはカセットコンロで所定時間

燃焼させ、図23の位置に設置した。本実験においても、

4.5 節の消火剤噴霧量と同様にし、野地板の面積から噴

霧する量（2.27L）を算出した。また、飛び火クリブを

設置するタイミングは、噴霧終了 10 分後と飛び火クリ

ブの予備燃焼終了時間を合わせた。クリブ設置後は、送

風の影響により、全ての実験で火炎が伸長し、500〜650 
mm の位置まで火炎の先端が届いた。その後、約 10 分

程度で燃焼は終えた。実験結果を表 4 に示す。ここで、

表4中に生成水による変色と記載しているが、高熱によ

る脱水縮合反応により生成した水が野地板に付着し、板 

図22	 大型クリブ延焼阻止実験装置および用具の配置 
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表面がアルカリ変色した事を示す。消火剤を噴霧しなか

った場合は、燃え抜けが 7 分 35 秒で起こった。燃え抜

けの時間は、粘度が高いほど長くなる事が分かった。こ

れは、野地板に付着する液量が多くなるためであると考

えられる。耐火材は 1mm の厚さでも充分な延焼阻止効

果があり、燃え抜けは起こらなかった。この事より、本

消火剤が屋根に対して延焼阻止を図るには、10分以内に

再び供給する必要があることを示唆している。 
4.7	 野焼きの延焼阻止実験 
	 宮崎大学にて野焼きの延焼阻止実験を行った。傾斜地

に農場の土手や畦道で刈り取った草を枯れるまで放置し、

日光で自然乾燥させた。 
	 写真 10 に実際に設置した様子を示す。1m 四方のガ

ムテープ内にパック消火剤を敷き詰めた。左上の箇所は、

2L/m2の割合で噴霧した。火は写真左側から来るため、

噴霧型とパック型が同時に火炎に包み込まれるように設

置した。写真 11 に野焼きの連続写真を示す。写真 11-1
は設置して2分経過した状態であり、既にパック型消火 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

剤がズレ落ち始めている。火炎が噴霧箇所に迫ってきた

写真 11-2 では、ほとんどのパック型消火剤はズレ落ち

てしまっている。その後、火炎は噴霧箇所に達し噴霧箇

所を回り込むように、避けていることが分かる（写真

11-3 から5）。この火炎を抑止できた時間は約2分半で

あった。その後、火炎は噴霧した箇所を燃やした。野焼

き終了後、パック型の下を観察した。写真 12 にパック

型消火剤の下の様子を示す。パック型消火剤の下の枯れ 
草は燃えること無く、そのまま残っていた。パック型消

火剤の延焼阻止効果は高いものの、傾斜地で滑り落ちる

課題を残した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4.8	 マグネシウム火災の延焼阻止 
	 マグネシウム火災の延焼阻止は、マグネシウム加工工

場を設定した。本消火剤は高粘度であれば元来の耐火材

の遮熱性が反映され、固体泡の発泡層が嵩高く形成し、

延焼阻止策 

無し 

本消火剤 

消火剤 
原液 

1mm厚 
耐火材 

2mm厚 
耐火材 

3mm厚 
耐火材 

最長火炎 
距離 
時間 

600mm 
2分43秒 

650mm 
1分45秒 

650mm 
1分45秒 

500mm 
2分18秒 

350mm 
6分50秒 

350mm 
2分18秒 

変色 
（長さ、幅） 

300mm 
160mm 

320mm 
175mm 

300mm 
180mm 

生成水によ
る変色 

生成水によ
る変色 

変色無し 

炭化 
（長さ、幅） 

290mm 
150mm 

280mm 
150mm 

220mm 
130mm 

90mm 
100m
m 
60mm 
700mm 

炭化無し 

燃え抜け 
（長さ、幅、
時間） 

100mm 
120mm 
7分35秒 
160mm 
120mm 
7分53秒 
50mm 
90mm 
12分16秒 

貫通無し 

貫通無し 

貫通無し 

表 4	 種々の延焼阻止対策を施した野地板の飛び火

試験結果 

写真10	 消火剤を設置した当初の様子 

写真11	 野焼き実験の連続写真 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

写真12	 破れたパック型消火剤の下の様子 



延焼抑止効果も高い。そこで、3.2～3.4節で示した消火

剤の粘度が低く、最も遮熱性が低いサンプル 2-4 の場合

の消火時の周辺温度を計測した。その結果を図 24 に示

す。図 24 中の頂点温度はマグネシウムの燃焼熱によっ

て劇的に昇温するが、噴霧によって瞬時に降温する。噴

霧開始して約180秒後に一旦頂点の温度が上がったのは、

マグネシウムの被覆がまだ完全はないためであるが、そ

の 20 秒後には 100℃を下回った。その後、頂点温度は

100℃近傍を保持しており、ほとんど温度の上昇は見ら

れなかった。サンプル 2-4 のマグネシウム表面の被覆は

450秒に完了している。例えば450秒で底面温度と頂点

温度を比較すると、底面温度は900℃を計測しているが、 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
頂点温度は 100℃以下を計測している。燃焼が進行する

ことで底面温度が低く（頂点温度は高い）計測された粉

末ABC 消火剤の場合と異なり 23）、本消火剤の上方への

遮熱性は極めて良好である事が分かった。一方、石膏ボ

ードを1枚介した裏面温度はマグネシウム下方への伝熱

状況を示す。図 24 の裏面温度は、最も高い温度でさえ

木材燃焼温度の 260℃を超えず、良好な遮熱性を発揮し

ている事が分かった。これは、消火剤を大量に噴霧（本

消火剤系列に限る）したため、間接的冷却効果が発揮さ

れたものである。この様に固体膜片が集積する被覆物に

なるサンプル 2-4 においても、周辺温度を充分低くする

事ができ、延焼抑止性を持つ事が明らかになった。 
 
5.	 本消火剤の環境影響評価 
5.1	 カラムを用いた消火剤物質の透過性評価 
	 図 25 に示すカラム上方から蒸留水を投入し、カラム

下部から 50ml ごと分取した。ここで、カラムに充填し

た土壌は、黒土焼土を用いた。分取した液のpH を測定

し、定常状態と確認できた時点で通液を終了した。蒸留

水をカラムに通液した場合のpH と水素イオン濃度の影

響を図 26 に示す。ここで、θは分取した体積をカラム空

間体積で除した無次元化した回数（θ=1 は上から入れた

液が下から出てきたことを示す）を示す。また、図 26
中の点線はプラグフローの場合を示す。θが1.25までpH

が上昇し、その後

ほぼ一定となった。

通水液はカラム内

での拡散がほとん

ど無く、ほぼプラ

グフローに従う事

を確認した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
5.2	 消火剤に含有する成分のカラムを用いた物質

移動の挙動把握 
	 カラム内の流れは、押し出し流れである事を確認した。

岩本は林野火災の空中消火において、ヘリによる水の有

効な投下量は 1.6〜2.4	L/m2であると報告 24）している。

そこで、本実験では2.0	L/m2相当の消火剤量を図 25 の

カラムに投入し、5.1 節の実験と同じ流速の蒸留水を通

液する事で、消火剤に含まれる成分の物質移動を調査し

た。図 27 にカラム透過液の各測定項目の濃度とCOD日

間平均値を示す。ここで、図27中のx軸のθは、カラム 
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図 24	 12g のマグネシウムをサンプル 2-4 で消火

した場合の周辺温度と底面温度の経時変化 図26	 カラムに通液した場合の流れの影響 
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図25	 物質移動実験で用いたカラム 



の空間体積を通過した単位体積であり、θ=1は通過した

液量がカラム空間体積と同量である事を意味する。破線

は排水の日間平均CODの排出値である。なお、シリカ濃

度に規制値は無く、水道水の基準値(図 27 には不記載)

は500	ppmである。本消火剤は強アルカリであり、押し

出し流れを考慮すれば、θ	=1 の時に分取した液のpH は

強アルカリと考えられる。しかしながら、土壌充填カラ

ムを通過した液のpHは6.23を上回ること無く、土壌の

pH緩衝作用が大きいためと考えられる。カラム通過液の

COD 値は、θ=0.8 を最大値とし、それ以降は減少した。

最も高いCOD値は20mg-O/Lであり、COD排出基準と比較

して非常に低い事が分かった。シリカ濃度も同様の挙動

を示し、θ=0.8 で急激に高くなり最高濃度に達した。そ

の後、θの増加と共に緩やかな減少に転じ、θが4を超え

ると消火剤投入前の状態に戻った。ケイ酸化合物由来の

シリカも、カラムを透過した全ての液で水道水の基準値

以下である事が分かった。本消火剤の液自体はpH値以外

の全ての項目にて基準値以下であるが、消火剤投入前の

状態を環境回復と見なすと、シリカ濃度がθ=4.1 でほぼ

消火剤投入前と同じ濃度になる事が分かった。この知見

より、環境が回復するために必要な降水量は、消火剤量

に対して約60倍の降水量が必要と試算した。 
5.3	 消火液を噴霧した土壌の環境回復期間 4, 5, 7) 
	 本消火剤の地下浸透モデルを検討し、その環境回復ま

での期間と実際に地面に噴霧した場合と比較検討した。 
宮崎消防学校内の縦1m	x横1mの地面に、空中消火での

水の有効量24）である2.0Lの本消火剤を土壌に均一に噴

霧し、定位置で写真撮影することで草本の経過観察を行

い、実際の回復時間を検討した。表 5 に試験地での環境	

回復の様子を示す。噴霧から3日経過まではスギナが主

に枯死したが、その後、変化しない期間が続いた。18日

目の降水をきっかけに草本の状態が好転し、草本の成長

および幼草の芽吹きも確認できた。23日経過するとこれ

まで点在していた消火液残渣も完全に見られなくなり、

噴霧領域全体で草本の成長する勢いが感じられた。この

消火液残渣の消失は、小櫃の示す非加熱の未重合体は潮

解する結果25）と同じである。降水後に各段階で変化を生

じていることから、自然環境が回復するためには、雨が

必須条件である事が分かった。これらのことより本消火

剤を環境に噴霧した場合は、その噴霧量の15〜45倍の降

水量が必要である事が分かった。これはカラム実験結果

とほぼ一致している。宮崎市の気象データを基に、環境

回復に必要な時間を試算すると、冬期では約1ヶ月と見

積もった。 
	 以上のように空中消火での有効投下量と同量を設定し

て実験を行った結果、本消火剤は環境に与える影響はほ

とんど無いことが明らかとなった。 
	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

6.	 消火剤の生産プロセス構築 
6.1	 濃縮限界の調査 
	 本消火剤の基材は、チキソトロピー性を有しており、

製造する際に大きな労力を伴う。消火剤原液のチキソト

ロピー性が大きくなる前に、本消火剤を調節すれば、製

造操作は非常に単純にすることができる。そこで、詳細

に調査すると、粘度が高い状態では、比重の差が大きく、

攪拌が必要である事が分かった。製造工程簡略化のため

に、消火剤原液の粘度を調節すると、水を投入しただけ

で良好な本消火剤

を生産する事がで

きた。この事より、

本消火剤製造の最

終工程において、

攪拌機を省略でき

ることが分かった。 
6.2 	 ラボスケ

ールの基礎製造

プロセス構築 
	 消火剤の製造プ

ロセスには、2 つ

の工程が必要であ

る。前工程で用い

つくしの成長
が見られた。  

初日 
12/19 
晴れ 

8日経過 
12/27 
曇り 

23日経過 
1/11 
晴れ 

92日経過 
3/21 
晴れ 

経過日数と天気状

況 
草本の状態 

表5	 閉鎖土壌に噴霧した場合の環境回復期間 

幼草が芽吹い
ている  

攪拌機 

ビーカー 

ジャッキ 

恒温槽 

減水防止用ふた 

図 28	 プロセス構築実験の

装置・用具の配置 



たラボ装置を図 28 に示す。恒温槽に水を投入し、設定

した任意液温にした。任意温度になった後、溶液を 1L
ビーカーに秤取り、恒温槽内に設置した。その後、1L
ビーカーに添加物を投入し、直ちに攪拌機を用いて攪拌

（目盛 3.0）した。ラボスケールの実験では、前工程の

操作時間と温度の関係を調査し、温度が高いほど良好で

ある事が分かった。プロセスを構築するためには液温が

上昇する時間も見込む必要がある。そこで、実際に使用

するヒーターを用い、液温の加熱挙動を調査した。加熱

操作の実験結果を図 29 に示す。ここで、予備加熱あり

は前日から設定した温度まで加熱保温した状態から実験 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
当日に加熱した状態を示す。図 29 中の加熱温度および

加熱に要する時間を前工程の一因として総合的に判断し、

前工程のプロセスを構築した。 
6.3	 100L スケールの実証試験 
	 生産プロセスの溶解工程においては、6.2 節で効率良

く製造可能であることを示した。実スケールに近い100L
サイズにて、生産現場で良く起こりそうな誤操作を設定 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

し、ラージスケールでの不具合点を明らかにすると共に

不具合が起こった場合のトラブルシューティング法を獲

得することを目的とした。以下の実験で用いた装置を図

30 に示す。 
誤操作1の設定：「手抜き」 
	 	 生産プロセスで最も良く起こる間違いが、前工程時

に発生すると考えられる。スケールアップの影響により、

添加物を大量に投入すれば液中で良い分散状態にするこ

とが困難になるためである。そこで誤操作 1 の条件を、

添加物をできるだけ大量に投入し、添加物の総重量を満

たすまで行うことと設定する。 
誤操作2の設定：「うっかりミス」 
	 前工程を続けると、粘度の高いヒドロキシゾルとなる。

そこで誤操作2の条件を、溶解工程を長時間続け、ゲル

状に調製すると設定する。 
これら誤操作は、同時に併せて行った方が効率良いため、

双方を同時に行った。 
	 図 31 に液温の経時変化と写真を示す。ここで、赤線

と青線で液温を示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
誤操作1で添加剤を所定量秤取って、一気に投入した様

子が図 31 の上の写真である。液面には添加物の粉が浮

遊し、ドラム缶の底には硬く凝集した状態で付着してい

る。そのまま攪拌翼をドラム缶に挿入し、回転させると

装置の故障や事故が発生するため、注意が必要である。

図29	 100Lスケールの液温上昇挙動 

攪拌機 

ドラム缶 

側面ヒーター 

減水防止用加工ペ
ール缶ふた 

底面ヒーター 

図30	 100L実証実験の装置・用具の配置 

図 31	 昇温工程と溶解工程における液温の経時

変化と溶液の様子 

投入直後の様子。 
粉が浮遊してお
り、底には固まっ
た状態で付着し
ている。 

誤操作1 

攪拌直後の様子。 
餅のように凝集している。 

攪拌直後の様子。 
攪拌翼に付着し
ている。 

誤操作2：371minから 
誤操作1とオーバーラップする
液の濃縮開始が371minから 



凝集物を引きはがした様子を図 31 の下 2 つの写真に示

す。凝集物は搗き立ての餅のような状態となっており、

混じり合わない事が観察できる。短時間攪拌して、攪拌

翼を上げると図 31 の右の写真の様に攪拌翼に付着して

いた。この凝集物の処理は困難であり、完了するまで約

9 時間を要した。以上の様に誤操作 1 の手抜きにおける

現象を再現し、不具合点を解決することで手抜きのトラ

ブルシューティングを行った。 
	 誤操作2を設定するため、溶液をゼラチン状のゲルに

固化した。ゲルの表面は硬い泡が散在していた。本実験

では全ての材料を有効に使用する為、消泡する手段を選

択し、誤操作2を進めた。攪拌機で攪拌を試みたが、ド

ラム缶内のゲルは動かず、攪拌機自体が動いてしまった。

種々ゲルを処理する方法を検討したが、最終的にはゲル

を薄く削り取る方法を選択した。写真 13 にその時の様

子を示す。この作業は非常に神経を使い、総作業時間は 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
10時間に及んだ。また、削り取りが上手くいった場合は、

攪拌機は不動のままであり、失敗した場合は攪拌機が動

いた。そのため、事故を起こす作業と確定し、ゲル状に

固まらない様にプロセス設計をする必要があることが明

らかとなった。一応、ゲル表面を薄く削り取ることでト

ラブルシューティングは出来るが、最も避けたい事象で

ある。 
6.4	 消火液充填工程の構築 
	 生産工程で調製した消火剤原液は、計量器由来の多少

のブレが生じる。そのブレは、水で希釈して本消火剤を

製造する時の生産管理指数を悪くし、精度の悪くバラツ

キが大きい製品となってしまう。そのため、製造出発原

料である消火剤原液のpH などの指標を揃える必要があ

る。そこで生産直後の原液のpH を一定にする条件を実

験的に明らかにし、本消火剤を20Lプラコンテナに充填

する作業の明確化を図ることで、充填工程の構築化を行

った。バッチ式にて充填作業を行った。ポリコンテナを

希釈混合容器と見立て充填した。希釈プロセスなので、

通常は攪拌工程を必要とするが、既に 6.1 節で解決して

いる。そのため、充填工程において、攪拌機は不要であ

る。以上の様に系外に消火剤成分の出ないプロセスを構

築した。 

まとめ 
	 本委託研究では以下の知見が得られた。	

1）ケイ酸化合物の消火剤への適用性および燃焼物

に対する被覆状態を検討し、その消火能力につい

て水を基準とした場合の倍数として表すことで、

消火剤組成を探索した。また、クリブモデルを段

階的にスケールアップし、熱的に厳しい条件の下

で消火剤組成の特定および消火能力を定量化した。	

2）マグネシウム火災に対する消火剤の開発は、消

火剤の様態（固体から液体まで）に依存する消火

挙動を検討し、マグネシウム消火に有効な状態を

把握した。更に、スケールアップしたマグネシウ

ムに対して、粘度の異なる消火剤を噴霧し、消火

挙動に対する詳細な調査を行った。また、被覆状

態及び消火後のマグネシウム内部を調査し、消火

に至るまでの被覆物のガスバリア性を評価し、安

全性の高い状態で消火できる事を明らかにした。	

3）延焼阻止に関しては、木材火災とマグネシウム

火災に対して行った。木材火災の延焼阻止では、

燃焼する木材クリブの未燃木材クリブへの着火距

離と消火剤粘度の関係調査、飛び火クリブでは、

野地板の燃え抜けに対する消火剤粘度依存性を調

査し、三生技研が開発した耐火シートと比較検討

した。野焼きの延焼阻止では、傾斜地に枯れ草を

集積した箇所に消火剤を噴霧した場合およびパッ

ク型消火剤を設置した場合にて検証し、パック型

の設置状態が良ければ延焼を阻止出来ることを明

らかにした。	

4）環境親和性評価においては、本消火剤の地下浸

透モデルを検討し、その環境回復までの期間と実

際に地面に噴霧した場合と比較検討し、実証した。	

5）消火剤の生産プロセスを、ラボスケールで構築

し、実生産規模に近い 100L スケールにて実証した。	

	 上述知見は木材火災とマグネシウム火災を同時

消火できる可能性を示した。開発が進んで消防車

への搭載、消防本部への配備や社会実装等で確

認・実証試験を経て、最終的には地域への消防団

への配備に繋げられれば幸甚である。	
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